
激動の時代に作る新しい社会システム

原発事故
政治の
混乱
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危機の展開

１．石油時代の展開；都市への人口流出・

地方の過疎化・自然破壊・廃棄物の氾濫

２．農林業の衰退・農産物外材輸入・自給力低下、

国土の崩壊

３．石油の枯渇・価格変動と高騰・温暖化対策の

必要性による石炭依存の限界

４．原子力事故・核廃棄物の蓄積・近隣諸国の事故

の可能性

５．大型台風・豪雨・山火事・地震時代到来

６．国家財政破綻、世界金融危機

石油とともに激減した薪炭生産とマツタケの収穫
(マツタケ－人工増殖の試み、森林微生物研究会編，農林漁村文化協会（1979）、および、「総合エネルギー統計」）

一次エネルギー供給実績[PJ]

バイオマスから石油へ（1960-75）
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農林業の地位低下：
国産材素材入荷量／建築着工件数
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鉱物系燃料の枯渇：核燃料も非持続的

Past and projected uranium production. Forecasts are based on reasonably assured resources 
below 40 $/kgU (red area), below 130 $/kgU (orange area) and also include inferred resources. 
The black line shows the fuel demand of reactors currently operating together with the latest 
scenarios in the World Energy Outlook (WEO 2006) of the International Energy Agency. 10
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Adapted from S. Levitus et al., Geophys. Res. Letts.; © AGU 2012
By Richard A. Kerr on 20 April 2012, 2:15 PM

http://news.sciencemag.org/sciencenow/2012/04/scienceshot-no-letup-in-worlds.html?ref=em

気候変動を生み出す海洋への熱蓄積

1
9
9
0
年

基
準

の
保

熱
量

変
化

(
1
0

2
2
ジ

ュ
ー

ル
)

堀尾正靱



James L. Williams, WTRG Economics http://www.wtrg.com/prices.htm

赤い線：石油消費量

グレーの線：石油価格
（2010年ドルによる）

石油価格の高騰

核燃料1535体を保持している燃料プールから未使用燃料の試験的取り出し
が行われた４号機 ２０１２年７月１８日午後０時５５分、本社ヘリから

今、自走クレーン建屋を構築中。2016年まで、完ぺきな作業が必要(追記)。

原発事故：福島第一４号機 使用済燃料棒 試験的取出し

毎日新聞2011.7.18

＜突風＞「竜巻見えた」…つくばの住民、恐怖の瞬間
毎日新聞 5月6日(日)18時2分配信
漏斗状の竜巻とみられる突風が筑波東中学校校舎（写真左）をかすめる
ように移動＝茨城県つくば市北条で２０１２年５月６日午後１時ごろ、
永瀬敏夫さん撮影

http://www.youtube.com/watch?v=YAWtZRpJJRg
茨城県石岡市 taketorachihiro さんが 2012/05/05 に公開
2012年5月6日茨城県石岡市で雹が降りました。ビニールハウスを突き
破ったヒョウの大きさは、ゴルフボールより大きいくらいでした。

Into the era of competing multi values
多様な価値観の間の戦いの時代へ

Big changes in world structure
世界の文明構成の大きな変化

地球人口の推移
World Population trend
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富裕国：9.1億人
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そもそも産業革命の恩恵はわずか1／6
の人々にしかいきわたっていない
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先進国だけが富裕な生活を続けられる
条件は急速に変化しつつある

Developed countries only have been enjoying prospective life, but situation is rapidly changing

実質GDPとは名目GDPから物価変動の影響を除いたものを指す。

今までの延長線上では勝てない
日本の実質GDPの推移

(1980～2010年)
実質GDP

単位：10億 円

バブル期

空白の10年

日本

中国

換算：1CNY = 
12.625×２ JPY



（出所）小川紘一「製品アーキテクチャのダイナミズムと日本型イノベーション・システム
—プロダクト・イノベーションからビジネス・モデル・イノベーションへ—」

グローバルビジネスリサーチセンター 赤門マネジメントレビュー(2009)
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これまでの延長線では勝てない

世界市場優位期間が短期化

シェア
％

原著者コメント

環境・エネルギー危機管理の論理フロー

2011
東日本大震災
・フクシマ事故

戦後石油時代の開幕
原子力も導入

石炭利用の縮小
エネルギー安全保
障のための維持

1970年代～原子力
重点路線の推進

1975～石炭に
よる石油代替

バイオマス・小水力利用の中止

1977：ソフトエネ
ルギーパス提案

エネルギー
立地に基づ
く産業・人口

配置

断熱住宅・

卒原発？
既設・耐震分の利用？
核廃棄物処理体制構築

1973 石油危機

1989
地球温暖化予測

石炭利用のための
CO2隔離技術

石油枯渇の
可能性本格化 再処理技術

実現可能性低下

核燃料枯渇の
可能性本格化

節電・省エネ
EV交通

地震国におけるCO2
地中隔離実施の危険性

地域からの
再エネルギー利用

自給・防災

アジアにおける｢脱温暖化｣「石油漬け近代化からの脱却」モデルを開拓

地 域

現 状

人 資源 資金

定
住
自
立
圏

構
想
の
推
進

過
疎
地
域
等
の

自
立
・
活
性
化

流 出

大都市
海 外

大規模エネルギー供給
・・・

改革後

地 域

地域の自給力と創富力による成長

大都市
海 外

大規模エネルギー供給
・・・

共 存

Ｉ
Ｃ
Ｔ
利
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の
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化

資金

歴史

伝統

文化

クリーン
エネルギー

食料

人

郵
政
改
革

（分散自立・地産地消・低炭素型社会へ）

緑
の
分
権
改
革

「緑の分権改革」の推進による地域の成長
日本の対外エネルギー支払いの推移

財務省統計データよりISEPが作成したデータに基づく
(ナフサ、潤滑油、グリースなど非エネルギー燃料は除外して作成）

http://www.customs.go.jp/toukei/info/index.htm
16

長野県長野市 旧鬼無里村の
化石燃料使用量と対外支払い概算

2009年(人口2000人弱)
（2012現在1700人、760戸）

•軽トラ： 431台、116 kl/年、1400万円/年
•自家用車利用：153人、153 kl/年、1840万円/年
•灯油： 851 kl/年、7659万円/年

計 1.1億円/年
一世帯当たり 約11万円/年

(日本全体で7兆円ぐらいに相当)

大日方プロジェクトのデータに基づいて試算 17

佐那河内村のエネルギー対外支払い



さなエネ調査はなにをする？

水のゆくえは？

くらしのすがたは？
石積み、家の無機、かやぶき、煙突、

川と山の幸、遊び楽しみ、いぬ

水とくらしを結び直す

さなエネ調査はなにをする？

１．さなエネ調査

2．さなエネ談義

2．ルール（案）作り

小水力の重要性と
地元エネルギ—調査の必要性

１．自然エネルギーは地域の風土・宝！

２．地域の宝を地域が自覚してはじめて
実質的な利用が進む！

３．宝の公平な利用法の構築も重要！

宮崎県五ヶ瀬川流域を例に

小水力の可能性は枝流にあり！

１．枝流は面的に国土を覆う
２．枝流は利用されていない

延岡
五ヶ瀬川

●：ダム

環境省の小水力評価は、大型に偏向

日本には小水力エネルギーがあるはず！
24

局所小水力ポテンシャル（1平米当
りの降水量と土地の勾配から決まる

小水力の可能性）を検討する

可能性：年平均降水量＊重力加速度＊地表
平均勾配av [ワット/平方キロメートル]

av  (最高峰高さ/3)/(海岸線までの平均距離)

今回の計算：上流からの水量の積算効果を一切勘案しない。
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km2 km km m mm/yr W/km2

ミクロネシア連邦 702 6,112 0.2 741 -
モルディブ 300 644 0.9 800 1951 179.6
パラオ 458 1,519 0.6 180 3736 116.1
フィリピン 298,170 36,289 16.4 2954 1715 32
ノルウェー 324,220 83,281 7.8 2469 763 25.02
日本 374,744 29,751 25.2 3776 1406 21.82
ニュージーランド 268,680 15,134 35.5 3754 1120 12.27
インドネシア 1,826,440 54,716 66.8 3726 1903 11
マレーシア 328,550 4,675 140.6 4095 2366 7.14
カナダ 9,220,970 202,080 91.3 5956 990 6.69
ギリシャ 130,800 14,880 17.6 2917 371 6.37
イタリア 294,020 7,600 77.4 4810 944 6.08
韓国 98,190 2,413 81.4 1950 1371 3.4
イギリス 241,590 12,429 38.9 1344 754 2.7
ドイツ 349,223 2,389 292.4 2962 983 1.03
フランス 545,630 3,427 318.4 4810 650 1.02
アメリカ合衆国 9,158,960 19,924 919.5 6194 1201 0.84
中国 9,326,410 14,500 1286.2 8850 1155 0.82
デンマーク 42,394 7,314 11.6 147 615 0.81
スウェーデン 410,934 3,218 255.4 2104 539 0.46

Wgaav

小水力
ポテン
シャル

年間
降水量

最高
高度

海まで
の平均
距離:相
当半径

 海岸線

（C)
面積
（A)国名

日本はドイツの20倍：
ー小水力の可能性（相対値、概算）の比較

局所小水力ポテンシャル（左）
１ｍ当たりの発電可能出力（右）

中山間地域の小水力ポテンシャルは大
（１ｍ当たりの発電可能出力を拡大）

しかしこのデータは、山の襞ごとの枝流
の評価にはなっていない

評価されていない枝流に
本流と同等のパワーがある

流量＝1 流量＝1
流量＝1

流量＝1

落差＝1
落差＝1

落差＝1

落差＝1
流量1
落差＝h流量2

落差＝h流量n-1
落差＝h

流量n
落差＝h

支流（両側）のパワー＝1×1×n×２＝２ｎ

本流のパワー＝(1＋2＋・・・(n-1)＋n)×2×h＝n(n+1)h

片側No.1
No.2

No.n-1
No.n

単純な1次元的流入の場合 （計算例は次の頁）

（実際には枝流にもさらに支流が存在し
枝流にもｎの2乗の効果が発生する。）

追記事項：本流にダムを作るのは至難だが、
枝流には砂防・治山堰堤が多数存在し、条件はより
好適。需要も支流に沿って存在する。

これまで無視されてきた枝流の評価が必要。

☆計算例：n=10, h＝（本流の勾配/枝流の勾配）=0.2
枝流（両側）のパワー＝20
本流のパワー＝10×11×0.2＝22

枝流に本流と同等のパワーがある
中山間地域では一家に一台小水力へ

防水型発電機すいじん1号（最大３ｋW)による発電実験（落差2m強
で1kW以上；2006北杜市みずがきランドにて、農工大COE が実施）

これまでの注文生産的な高
価な小水力の常識は、今後
大きく変わりうる。



◆小水力も小型風力もバイオマスも、
農地での太陽光発電（ソーラーシェアリン

グ）も、地元をよく知る人々の目と足で
かせいだ評価が決定的

◆ 地元がその気にならなければ、
分散エネルギーの効果的な利用はできない

課題：地域からのエネルギー調査(地エネ調査)

◆地エネ調査で自然エネルギーと暮らしを
結び直すことが課題

「石油漬け近代」とその「作り直し」
は避けて通れない

32

応答

応答

ステップ入力

ランプ入力

オイルピークと温暖化対策により、
化石燃料の入力はランプ型に 都市∸農山村人口分布も変わる?

これなら楽

このとき
どうする？

堀尾正靱

治安
公共的施策

服従
納税

商品
貨幣

商品
貨幣

贈物
援助

贈物
援助

国家・
ガバナンス

Bestowal
and Nation
互酬的連帯
・国民

Currency,  
Market 

Economy 
and Capital
流通、市場
経済、資本

人

人 人

人

社会の構造
三つの交換様式に由来する重層的な

三つの構造

33

Governance 
and State 
Government

社会的物質代謝と社会関係

34

物質代謝・生産力

生産・流通・消費
社会的物質代謝

国家
政府・治安・公共

産業
市場・貨幣

国民
文化・連帯

生産関係

関係制御のレイヤー

高次規範情報のレイヤー

地域コミュニティ

地域物質代謝系

企業 施設

公務員訪問者

通過者 住民

物質的・技術的レイヤー

住民

住民

住民
住民

住民

住民

住民

住民従業員

警察

35

地域社会の構造と主体形成の課題

コミュニティ
施設サービス

地域主権

理念
制度

法律

規範・根拠

役人
NPO

首長
議員

文化

地域経済 ℂMasayuki Horio

地域における
主体形成の
課題とは?

従来の学術調査と地域

地域・現場

学術

調査
調査報告書

論文

地元の人：調査対象

従来の行政と地域

たて割り・ぬるま湯・うえから目線

従来型専門家・啓蒙家の病理

地域・現場

行政

計画
学識者委員会

学術

地元の人：説得対象

コンサル

説明会

NPO

地域・現場

地元の人：
説得対象

NPO
テリトリー

参入

従来の一部NPOと地域

「社会のための科学」の視点強化が課題
36ℂMasayuki Horio



地域と現場の生存戦略・未来像

未来につながる今の施策

37

れんけい・沸騰・なかから目線

学術 行政
地域・現場

力強い連携こそ分権時代の日本を作る

NPOℂMasayuki Horio

JST社会技術研究開発センターR&D領域

H24年度第2回社会技術研究開発主監会議

｢地域に根ざした脱温暖化・環境共生社会」
ー｢目指しているもの｣と｢これまでの成果｣ー

38

主要目次

1．研究開発領域プログラムの概要

2．領域マネジメント

2-1 領域アドバイザー

2-2 領域・プログラムの運営

3．これまでの主な成果と課題

1-1 領域の設計

1-2 領域全体像

39

1．研究開発領域プログラムの概要

40

環境・エネルギー領域のミッション
設計にあたって考えたこと

１．多様な環境課題の統合

２．気分的な温暖化対策(気分のエコ)の克服

３．技術偏重型温暖化対策の克服

５．激動の5年間に耐えうる課題の設定

1-1 領域の設計

41

４． 啓蒙的倫理的取組みの限界を克服

１.  多様な環境課題の統合：
・｢石油漬け近代のつくり直し｣を課題に
・共通の定量評価軸を「CO2削減」に

２．気分的な温暖化対策の克服：
・社会技術的課題分析と工程設計の促進

３. 技術偏重型対策の克服：
・理工学的シナリオと社会的シナリオを分離

領域ミッションの設計

42

４．啓蒙的倫理的取組みの限界を克服：
・｢地域目線・実利重視・主体形成」促進

５.激動の5年間に耐えうる課題の設定：
上記1-4およびGHG60-80%削減に目標設定



物質・エネルギー的
CO2 削減シナリオ
○○t-CO2/unit

社会的シナリオ
制度・担い手・実現速度

◆◆Unit/yr

×

＝
実質削減効果

○○×◆◆＝△△
t-CO2/yr 

社会技術的アプローチの峻別へ：

社会技術要因を分離して結合

時間軸・社会シナリオ
•制度不全対策実現
•政治経済的手法導入
•主体・担い手形成
•合意形成

現行制度に迎合しない
•技術的シナリオ構築
が重要
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プログラムガイドラインの明確化
「気分的環境プロジェクト」を排するため

定量化

地域の現場
における実証

2050年
CO2 80%

削減

地域の
持続的
発展

環境共生

44

45

９

２

東北の風土に根ざした地域分
散型エネルギー社会の実現

環境共生型地域経済連携
の設計・計画手法の開発

３
地域共同管理空間（ローカル・コモンズ）
の包括的再生の技術開発とその理論化

５
小水力を核とした
脱温暖化の地域社会形成

４
滋賀をモデルとする自然共生社
会の将来像とその実現手法

中山間地域に人々が集う脱温
暖化の『郷（さと）』づくり

８

地域力による脱温暖化と
未来の街ー桐生の構築

６

地域間連携による地域エネルギーと地域ファイ
ナンスの統合的活用政策及びその事業化研究

快適な天然素材住宅の生活と脱温暖化
を「森と街」の直接連携で実現する

11

10

７
名古屋発！低炭素型買い物
販売・生産システムの実現

＝平成20年度採択ＰＪ ＝平成21年度採択ＰＪ

1-2．領域全体像：プロジェクトと地域分布

都市部と連携した地域に根ざしたエコ
サービスビジネスモデルの調査研究

＝平成22年度採択ＰＪ

１

17

13

16

14

15

環境に優しい移動手段による持続可
能な中山間地域活性化

環境モデル都市
における既存市
街地の低炭素化
モデル研究
I/Uターンの促進
と産業創出のた
めの地域の全員
参加による仕組
みの開発

Bスタイル：地域資源で循環型
生活をする定住社会づくり

地域再生型環境エネルギーシステ
ム実装のための広域公共人材育
成・活用システムの形成

主体的行動の誘発による文の京の脱温暖化

＝共同研究者所在地

＝終了または中止（H24.11.1現在）

12

H23.3終了H23.3終了

H24.9終了

H24.9終了

研究開発プロジェクトと領域の構成

：H20年度採択後一度終了、
H22年度新たに採択

総
合
的G

H
G

削
減
モ
デ
ル
・
地
方
型
経
済
モ
デ
ル

ボランティアツーリズム

都市-地方連携・G金融

過疎地域の自然再生

サプライチェーン改革

住宅・林業

中
山
間
地
域
再
生
・
人
口
還
流
・
産
業
創
生

小水力

EVコミュニティバス

消費者と
生産者を
つなぐ

滋賀
自然共生
モデル

地域間
産業連関
モデル

水辺の
コモンズ再生
をCO2対策
につなぐ

永田PJ 

地域協働
環境教育

再エネ
実務人材
育成★

既存市街
地 再生
モデル

内
藤
PJ 

黒
田
PJ 

観光地
と 都市を
つなぐ

亀山PJ 

中山間
地域に
人口還流

小水力で
エネルギー
自立★

宝田PJ 

藤
山

PJ

I/U
ターン
仕組み
づくり

地域
エネルギー

自立

大
日
方PJ

Bスタ
イル定住社
会モデル

★

都市と
地方を
つなぐ★

田中PJ 

地方都市
再生・持続
型交通

森と
まちを
つなぐ★

I/Uターン等人口還流
タスクフォース

チーム

マイナス80％

：H21年度採択

：H22年度採択

：H20年度採択

★東日本大震
災被災地支援

大規模森林破壊を引き起こす

森林・林業再生計画
・大型機械購入・低価格品量産でリスク増大
・植林費が出ず皆伐、はげ山、山崩れ誘発
・買い取り価格次第で乱伐促進

＜農山村：産業・文化・ルール＞

主体形成なき定住促進
・コミュニティや伝統から切り離された定住
・権利保障も義務も見通しもない定住募集

需要・供給構造を変えない

気分だけのエコ
・カーボンフットプリントなど概念先行
・消費者利益に訴えず従来型の商品供給
・従来型高炭素交通概念の中のエコカー

地方に存続する展望のない

地方大学
・地元の課題解決を評価しない大学評価
・タコつぼ・縦割りの研究至上主義
・地方主権時代の先見性のない中央追随

ルールと地元資源で

マスＩ/U ターン

消費者とスーパー連携

でお買いもの革命

自然エネルギー

基本条例
現実的システム開発

森林⇔消費者
一気通貫と生産者・消費者

交流の天然素材住宅

自伐林業

「まちの中に大学があり，
大学の中にまちがある」

地域力統合拠点

一業支援から
百業支援へ

低預貸率の地域金融
パートに厳しい年金制度

地域金融活用・
市民金融実現

地元軽視の再エネ開発
・居住地に近接/住民参加なしの計画
・補助金、建設、転売のビジネスモデル
・高値安定の見世物プロジェクト
・実現性のない自然エネルギー導入目標
・高値安定の特殊市場

地元目線の調査・計画
手法・合意形成手法

地域を元気にする低速交通

低コストＥＶコミバス

環境・エネルギー
領域が設定する

社会的課題状況と
社会技術的解決

方向の提示

47

低価格小水力

2．領域マネジメント

48



２.１ 領域アドバイザー
氏名 所属 役職 分類 専門分野

石川 祐二
城北信用金庫 審査部
住宅・消費者ローングループ

副部長 産 金融

宇高 史昭 京都市 環境政策局環境企画部 環境管理課長 官 環境行政

大久保 規子 大阪大学大学院法学研究科 教授 学 行政法、環境法

大谷 繁
東京大学大学院理学系研究科生
物科学専攻

産学連携コー
ディネーター

産
環境技術、リサイクル技術、バイオマスエネルギー
技術

岡田 久典
特定非営利法人バイオマス産業社
会ネットワーク

副理事長 学 森林資源管理、ファイナンス、コンプライアンス

金子 成彦 東京大学大学院工学研究科 教授 学
小型分散エネルギーシステム、マイクロガスタービ
ン、PBL

川村 健一 広島経済大学 教授 学
サスティナビリティ評価、サスティナブルコミュニティ、
国際技術マネジメント

崎田 裕子 ジャーナリスト・環境カウンセラー 市民 環境問題、循環型社会づくり

杉原 弘恭 学校法人自由学園 最高学部
専任講師
特任教授

学 地域計画・エコポイント

藤野 純一
独立行政法人国立環境研究所 社
会環境システム研究センター

主任研究員 官
アジアの国や地域を対象とした持続可能な低炭
素社会シナリオの構築とそれを実現する政策立案
手法

百瀬 則子
ユニー株式会社 業務本部 環境・
社会貢献部

部長 産 循環型社会、リサイクル

山形 与志樹
独立行政法人国立環境研究所 地
球環境研究センター

主席研究員 官
土地利用モデル、空間詳細シナリオ、温暖化レ
ジーム分析

49 50

領域アドバイザーのベクトル

領域

環境・温暖化対策
藤野・山形

環境・エネルギー工学
大谷・金子・川村

国の政策
岡田・川村・崎田・杉原・山形

金融
石川・岡田・杉原

マーケティング・
流通

岡田・川村・百瀬

行政法・環境法
宇高・大久保

バイオマス
大谷・岡田・金子

地方自治・環境行政
地域政策

宇高・杉原

２.２ 領域プログラムの運営

新しいミッション提示とインタラクティブな運営で
緊張感のあるプロジェクト環境を形成

TM80、タスクフォース等で、領域運営を構造化

各種支援の実施：
１．地元主体形成に向け「地元学」導入を支援
2．社会技術的アプローチの工程設計を支援
3．社会的手法によるCO2削減スキーム構築を支援
4．各種公的資金獲得を支援
5．共同して適正技術開発・終了後体制構築推進
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TM80で根拠を試算（2010年）：2050に向けて

2-2-1 80%削減のシナリオ提示

①【運輸】電気自動車化の徹底推進：15％

②【廃棄物】高効率エネルギー回収： 3％

③【電力】自然エネルギー大幅導入：27％
（都市∸地方連携＝郷帰り＋削減量買取）

(石炭火力を優先代替；熱は石油代替)

⑤【産業】省エネ+構造変化(5%) ：25％
（構造変化＝木造家屋増加に伴う鉄・セメント等削減+自動車生産台数減少効果）

④【民生】省エネ型木質多用建築 ：10％
（80％省エネ家屋化、半数の世帯が2世帯居住化）

【合計】：80％

53

2-2-3各種支援

地元学・社会技術的工程表導入支援
（藤山PJ）

2-2-3つづき CO2削減スキーム表現の支援

CO2定量化説明会の開催（H23年2月・3月）

脱温暖化・問題解決シナリオ作成依頼（H24年4月）

事務局考え方案提示

●工学的技術要素

●人的・社会的技術要素

●得られる社会技術的成果

脱温暖化行動によるCO2排出量
削減効果の客観的計算、環境配

慮行動解析

学校教育・町内会・イベントを通
じて家庭部門の脱温暖化行動促
進、事業所と大学間交流による
業務部門の脱温暖化行動促進、
地域の人材の育成

地域全体としての主体的脱温暖
化の潮流の形成と地域の活性化

×

＝

脱温暖化行動効果:
ＹH【△CO2/世帯】
YP 【△CO2/人】

主体的行動者・世帯創出
H【世帯/年】＝ηH*P0

P【人・年】＝ ηP*P0
ただしηH, ηP＝はそれぞれの発現係数。

・センターを通じた様々な階層への
働きかけ：P0【人/年】

∝βΣＡ 【実働可能数】
・上記活動者人材育成Ａ【人/年】

【△CO2/年】＝ a*YP*P＋b*YH*H

●CO2削減効果

×

＝

●工学的技術要素

実質的な
掛け算へ

当初花木PJ案

H24年度
領域

研究報告会
（11月20日・21日）

にて
発表予定

7月6日
PJ案提示

PJ内
で検討
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①地域交通における適正技術に関わる、
地方都市・中山間地域のニーズ把握

②地方都市、中山間地域へのEV導入に必要な
システムの検討、低速交通用コミバス開発

④領域終了後に向けた社会的持続の方策の検討：
社団法人設立

③地域社会実験のための特区申請等の検討
および働きかけ

55

2-2-4 タスクフォース

蓄電型地域交通タスクフォース

１．2010年、群馬大次世代EV研（宗村氏（㈱シンクトゥギャザー）リーダー）
と協力企業がマウス型の一人乗り車(写真１,２)を完成。
同車用インホイルモータ（写真３）は㈱ミツバが開発。

２．2011年2月、JST-RISTEX環境・エネルギーR&Dプロジェクトは、
このモーターを並列装着した低速コミバス製作を宗村氏に依頼。

３．2011.9 第1号試作車完成(写真4)。富山の川端鉄工㈱も内装に協力。
４．2012.6 車両ナンバー取得。公道での運用実験開始（宝田PJ）。

写真1(マウスのコンセプト) 写真2 （μ-TT2） 写真3(インホイルモーター） 写真4(8輪コミバス)

TFとプロジェクトが緊密に連携

４輪マウスから8輪バス開発へ
ーEVの特徴を生かしたE-コミバス制作の経緯ー
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①分散電源・分散負荷システムに関わる技術
指針および導入指針の検討

②手続き・制度対応マニュアル等作成・出版

③地域主体(担い手)形成活動の実施指針

④エネルギー自立地域実証実験の指針

57

地域分散エネルギー
タスクフォース

⑤安価で普及力のある小水力発電機の開発

小水力にも適正技術
ー安価で普及力のある小水力発電機の開発ー

TF指導のもと、南信州の
中小企業が製作。

島谷PJ（宮崎県五ヶ瀬町）
にて実証試験予定。 58

堀尾正靱

I/Uターン促進タスクフォース：
都市ー地域再エネ連携の構図の一つとして

59

郷帰り
郷返し

2-2-5 3.11後の状況への対応
（H23年度）

緊急シンポジウム「未曾有の大震災からの本格的復興
とは－地域に根ざした脱温暖化の復興戦略を設計す
るー」（平成23年5月16日）を開催

◆参加者：285人

復興に向けた基本精神とりまとめ
１）覚悟を決める
２）市民重視
３）ひきだす・つながる（ネットワーキング）
４）使える技術（適正技術）を使いこなす
５）制度・大計画を変える

⇒3.11を踏まえ各PJの研究計画を修正

吉田恵美子氏（NPO法人ザ・ピープル
理事長）の報告「震災の現場から」
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61

3-1．主な成果（領域共通）

各プロジェクトの研究開発進捗の詳細は、
１１月２０日（火）・２１日（水）

の研究開発報告会（於：早稲田大学）
にて発表いたします。

3．これまでの主な成果と課題

62

（１）地域丸ごと・地域目線のアプローチ
の構築による地域活性化と主体形成

島根県浜田市弥栄地区（藤山PJ）、
群馬県桐生市（宝田PJ）、
高知県仁淀川町（田内PJ）、
宮崎県五ヶ瀬町（島谷PJ） 、
東京都文京区（花木PJ）

桐生子供地元学 弥栄地区地元学桐生商店街地元学

吉本氏直接指導
による地元学の
実践

主体形成
論出版

（２）既存概念を打ち破る適正技術概念
（低速EVコミュニティ・ビークル）で新しい

町づくりを誘発

63

● 群馬県桐生市
（宝田PJ）、

● 富山県宇奈月温泉
（駒宮PJ）

64

（３）現業の厳しいサプライチェーンを低炭
素型に変革するプラットフォームの構築

工務店
林業

林産業
外材 購買木材 住宅

住居＋
消費者

工務店国内立木 購買国産木材
天然
素材
住宅

低炭素
住居＋
消費者

新建材

林業
林産業

●天然素材住宅で森とまちをつなぐ（田中PJ）

ラウンドテーブル

大学による、木材、住宅耐久性・断熱性等の基礎データ支援

設計事務所+NPOのリーダーシップによる
ラウンドテーブル

65

（４）FIT（固定価格買い取り制度）の時代
に必要な、地域エネルギー戦略

●6月6日 地域からエネルギーの未来を創る緊急シンポ

「自然エネルギーは地域のもの」を開催
総務省（地域力創造グループ地域政策課 緑の分権改革推進室）と共催

後援：文科省、農水省、経産省、国交省、環境省、全国知事会、全国市長会、全国
町村会、全国地方新聞社連合会、日本エネルギー学会、エネルギー・資源学会、自

治体学会

◆参加者：約560人
◆Ustream ライブ配信アクセス数：4000超

その後：
•地域自然エネルギー基本条例制定：滋賀県湖南市、愛知県新城市（予定）

•総務省―経産省共催の自治体職員講習会開催(7.12)(300人)
⇒「H24年度新エネルギー等共通基盤整備促進事業」へ

•地方で、事業者と地域の交渉が前進 66

● 再エネ人材・復興人材育成塾（白石PJ）

復興人材育成塾
約１００名応募があり、約80名（の
べ392名）を対象として座学講義【下
表】を提供し、そのうちのべ37名に、
現地視察（気仙沼市・石巻市・釜石
市・会津地区・いわき市）を経ての
提案創出にいたるプログラムを提供
した。

座学講義の様子 現地関係者との議論

再生可能エネルギー塾
金融や再エネ条例などを組み
合わせ、再生可能エネルギー
を地域活性化と結び付けて活
用できる人材の育成プログラ
ムの適用。
６０超の応募があり、１１月
12日に開講した。福知山市な
どでのフィールド実践などを
通じ、人材の育成を図る

「地域でエネルギーをつくるルー
ルづくり」（10月３０日開催）
※全国自治体から多数参加



67

●徳島県佐那河内村再生可能エネ
ルギー全村民調査｢さなエネ調査｣

設計・実施

さなエネ通信
第3号

(役場発行)

68
7. 7-9 第34回G8 (洞爺湖)サミット
4.17 領域の研究開発提案公募開始

7.29 60－80%削減を謳う行動計画を閣議決定

9.15 リーマン・ブラザーズ破産法適用を申請

11.  4 オバマ氏大統領に当選

9.16 政権交代・民主党鳩山内閣発足

6.  8  鳩山内閣総辞職・菅内閣発足

7. 8-10 第35回G8(ラクイラ(伊))サミット

4-5月 普天間移転問題で政局危機

3.26 韓国哨戒艇沈没事件
3.29- 緑の分権改革調査公募

9.  7 中国「漁船」尖閣沖で巡視船に激突

雇用・派遣切り問題深刻に
10.23 雇用対策本部｢緊急雇用対策」決定

10月 農家個別保障制度の2010実施を決定(政務3役)

12月 ｢森林林業再生プラン｣発表

6.18 新成長戦略を閣議決定
7.11  第32回参院選で民主党大敗北

10.18-29 生物多様性国際条約締約国会議（COP10)

11.29- 「国連気候変動枠組条約締約国会議(COP16)カンクン(メ)

2008
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地域の自給力と創富力による成長
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緑
の
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「緑の分権改革」の推進による地域への視線

EVへの道

081216  日産自自動車研究所 090120 タケオカ自動車工芸(富山市)訪問



↑英 国交相調整官(当時)

←ゼロスポーツ中島社長(当時)

挨拶する、有本センター長

ゼロスポーツによるEコミバス
外観デザイン

100729 社団法人発足記念講演会

110205 桐生EVシンポジウム

講演するシンクトゥギャザーの宗村さん

挨拶する、根津元工学部長、亀山市長

101227 μ-TT2 お披露目 心臓部はミツバ電機のインホイルモーター

小水力への道

砂防堰堤

上掛け水車

改造EV 090912 駒宮PJ 富山ユニット小水力現場視察

100717 駒宮PJ 石徹白訪問 (吉田さん宅)

流通変革への道



091222 栗駒訪問(田中PJ) 

栗駒木材で朝のワークショップ

栗駒の原木市場 栗駒山の伐採現場

090414 ユニー本社隣接アピタ稲沢店

ユニー千代田橋店
リサーチャーズクラブ

2011

＜ワークショップ風景＞

地元への道

090712-15 弥栄地元学(第1回)

梅田文子さん(左)の家の前の景色と畑

090716 絵地図で議論がつづく)

091114 弥栄地元学(第2回)

第1回地元学のあと
元気になった小松原悦子さん

弥栄のプロジェクト
を支えるのは藤田、
橋本、相川、福島、
皆田の若い力



091011 桐生梅田地区地元学の試み

100924 桐生地元学(町の地元学)

八木副市長も参加した発表会

茂木かばん店の奥様の熱弁を聞く

領域合宿

081209 第1回領域合宿(本郷)

091203
第2回合宿
(外苑)

島谷グループ+アルファによる劇上演

101214 第3回領域合宿(清州）

101214 第４回領域合宿(桐生）

４グループに分かれたワークショップ



領域シンポ
090314 第１回シンポ

100423 第２回

110516 第３回

2012.6.6
シンポ

研究報告会
2011より


